別紙３

管理の基準及び業務の範囲

　春日市が指定する指定管理者として、春日市民図書館（以下「図書館」という。）の管理運営を行うに当たっての、管理の基準及び業務の範囲は次のとおりとする。

第１章　管理の基準

１　管理運営に関する基本的な考え方

（１）図書館の設置目的及び施設の運営方針（春日市民図書館指定管理者申請要項第１章の１及び２）を実現するための創意と工夫に基づき、図書館の利用者（以下「利用者」という。）の最善の利益を図るとともに、施設の効用を最大限に発揮できるよう努めること。

（２）安定した質の高いサービスを提供すること。

（３）関係団体との円滑な連携、協力体制を整えること。

（４）利用者の安全に十分留意すること。

（５）利用者の平等な使用を確保すること。

（６）業務に関連して取得した利用者等の個人情報を適切に取り扱うこと。

（７）管理経費の縮減に努め、効率的な運営を行うこと。

（８）ごみの削減、省エネルギー、ＣＯ₂削減等、環境に配慮した運営を行うこと。
（９）近隣住民や事業所、地域社会との良好な関係づくりに努めること。
（１０）災害時、緊急時に備えた危機管理を徹底すること。

２　法令等の遵守
　図書館の管理運営に当たっては、次の各号に掲げる法令等を遵守すること。なお、指定期間前及び指定期間中に法令等の改正があった場合は、改正された内容によるものとする。

（１）地方自治法（昭和２２年法律第６７号）
（２）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）
（３）教育基本法（平成１８年法律第１２０号）

（４）社会教育法（昭和２４年法律第２０７号）

（５）図書館法（昭和２５年法律第１１８号）および同法施行令（昭和３４年政令第１５８号）

（６）著作権法（昭和４５年法律第４８号）および同法施行令（昭和４５年政令第３３５号） 

（７）子どもの読書活動の推進に関する法律（平成１３年法律第１５４号） 

（８）文字・活字文化振興法（平成１７年法律第９１号） 

（９）図書館の設置及び運営上の望ましい基準（平成２４年文部科学省告示第１７２号）

（１０）障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（平成２５年法律第６５号）

（１１）視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関する法律（令和元年法律第４９号） 
（１２）春日市ふれあい文化センター設置条例（平成６年９月条例第１５号）
（１３）春日市市民図書館管理運営規則（令和５年規則第１６号）

（１４）春日市民図書館資料選定基準

（１５）個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）

（１６）春日市個人情報の保護に関する法律施行条例（令和５年条例第２号）

（１７）春日市個人情報の保護に関する法律施行細則（令和５年規則第４１号）

（１８）春日市情報公開条例（平成１２年条例第４０号）

（１９）春日市情報公開条例施行規則（平成１２年規則第３６号）

（２０）春日市指定管理者の情報公開に関する規則（平成１９年規則第３２号）

（２１）労働基準法（昭和２２年法律第４９号）その他の従業員の雇用に関する法令等

（２２）その他指定管理業務を行うに当たり遵守すべき法令等
３　開館時間及び休館日
（１）図書館の休館日及び開館時間は、次の表のとおり

	休館日
	開館時間

	ア　毎週月曜日（その日が休日に当たるときは除く。）
	午前９時から午後７時まで（金曜日及び土曜日は、午前９時から午後８時まで）

	イ　１２月２８日から翌年１月４日まで
	

	ウ　館内整理日（毎月最終木曜日。ただし、その日が休日に当たるときはその翌日）
	

	エ　特別整理期間（毎年１５日以内で春日市(以下「市」という。）が定める期間)
	


備考　「休日」とは、国民の祝日に関する法律(昭和２３年法律第１７８号)に規定する休日をいう。

（２）開館時間の変更　

「開館時間」については、ふれあい文化センターの開館時間の範囲内（午前９時から午後１０時）であれば、指定管理者の提案を市が了承することにより、延長することができるものとする。ただし、開館時間の延長に伴う光熱費等については、指定管理者が負担するものとする。

第２章　管理運営体制

１　管理運営体制

図書館の適切な管理運営を行うため、次の各号に掲げる事項を踏まえ、業務従事者の配置を行うこと。

（１）図書館の開館時間中は、館長、統括責任者又はサービス主任者のうち１名以上を配置し、図書館の施設管理者としての役割を果たすこと。

（２）図書館の管理運営に必要な業務従事者を配置するとともに、時間帯、曜日等で増減させるなど柔軟な運用を図り、利用者の利便性及びサービスの向上に努めること。特に小中学校の休業期間その他の通常の業務量を著しく上回ることが予想される図書館繁忙時期においては、図書館サービスの低下を招かないよう適切な業務従事者の配置を行うこと。

（３）業務従事者の配置については、司書資格、公共図書館業務経験、接遇及びコミュニケーション能力等の適性に十分配慮すること。

（４）全業務従事者の７０％以上は司書有資格者とし、可能な限り実務経験者を配置すること。

（５）業務従事者は直接雇用とし､労働基準法等関係法令を順守の上､社会保険・雇用保険に加入すること。

（６）図書館が市の運営する公共施設であるということを十分認識し、業務従事者の実務経験年数、資格、役職を考慮した合理的で良好な雇用条件を心がけること。

（７）業務従事者名簿を市に提出することとし、変更がある場合には、後任者氏名を事前に市に通知すること。

（８）図書館資料（以下「資料」という。）、地域、利用者に対する知識と経験を有する職員の育成のため、長期間の雇用体系を構築すること。

２　役職の配置

　次の各号に掲げる役職を配置すること。また、これらの者は、常勤の従事者であること。

（１）館長

　　　図書館の管理運営に係る事項を統括する責任者で、次に掲げる要件を満たすこと。なお、公共図書館の勤務経験がある司書有資格者である者が望ましい。

ア　図書館サービスその他の図書館運営及び行政に必要な知識・経験がある者

イ　公の施設の経営に当たるに相応しい人格と識見を備えている者

ウ　組織の長としてリーダーシップを発揮できる能力と経験がある者

エ　図書館運営についてのビジョンを有する者

（２）統括責任者

統括責任者は、公共図書館の豊富な実務経験を有する司書有資格者とし、次に掲げる職務に当たること。

ア　館長の補佐及び代理

イ　現場における業務全般の統括

ウ　市との連絡調整や業務日誌等の提出・報告

エ　業務計画や窓口の混雑状況に応じた業務従事者の人員配置

オ　業務従事者に対する指導、教育

（３）サービス主任者　　

図書館サービスを体系化し、各サービス部門に主任を置いて、円滑な業務の遂行とサービスの向上に努めること。

なお、サービス主任担当者は、３年以上の公共図書館勤務経験を有する司書有資格者とすること。　

３　従事者の教育訓練（研修）等の実施

（１）従事者の資質向上を図るため、研修を実施するとともに、図書館の管理運営に必要な知識と技術の習得に努めること。また、外郭団体（文部科学省、日本図書館協会等）が主催する研修等についても積極的に取り入れ、従事者が高度で専門的な資質を身につけられるように努めること。

（２）従事する全ての職員に対して、公の施設の職員としての心構えを認識させ、来館者及び利用者に満足を与える接遇を徹底できるよう、職員研修、接遇研修等を実施すること。

（３）個人情報の保護に関しては、その管理を厳重にし、従事者の教育及び意識の周知徹底に努めること。

（４）図書館の運営に関するマニュアルを作成し、従事者に周知徹底すること。

４　配置人員　

　　次の表に掲げる窓口には、滞りなく市民サービスが提供できるよう必要な人員数を配置すること。

	窓口区分
	備　　考

	メインカウンター
	貸出、返却、登録、簡易な利用案内、予約受付等のメインカウンター業務を円滑に行えるよう曜日及び時間帯により適切な人員配置を行う。なお、図書館開館時間中は、実務経験のある司書有資格者を1名以上配置し、来客時にすみやかに対応すること。

	しらべものカウンター
	資料案内、レファレンス等のしらべものカウンター業務を円滑に行えるようレファレンスの実務経験のある司書有資格者を配置し、来客時にすみやかに対応すること。

	児童カウンター
	子どもの本に関する相談、ボランティアや学校に対する支援等の児童カウンター業務を円滑に行えるよう、児童サービスの実務経験のある司書有資格者を配置し、来客時にすみやかに対応すること。

	移動図書館車
	週４日運行（火～金）

移動図書館車の運行及びステーションでの図書館業務を安全かつ円滑に行えるよう、実務経験のある司書有資格者を１名以上配置すること。


第３章　業務の範囲

指定管理者が行う業務の範囲及び仕様は、次のとおりとする。

１　総括的業務

（１）館長業務
ア　館の責任者としての図書館管理運営業務

イ　図書館の危機管理

ウ　市への報告

エ　事業計画書及び業務報告書の作成

オ　サービス内容、事業の見直し

カ　図書館利用者アンケート及び図書館評価の実施（年１回）

キ　図書館協議会への参加（年３回程度）

ク　春日市子ども読書活動推進連絡会への参加

ケ　関係機関、団体等との連絡調整

コ　視察対応

サ　その他図書館長として必要な業務

（２）庶務的業務

ア　文書管理・保存

　　指定管理業務を遂行するに当たり作成又は収受した文書の保存年限については、法令に定

めのあるもののほかは市の指示に従うこと。

イ　経理、人事管理

ウ　利用者登録管理

エ　資料の返却督促業務

　　　　延滞資料については、電話やハガキによって定期的に返却督促を行うこと。また、貸出予

約が入った延滞資料については、随時返却督促を行うこと。

オ　資料の弁償処理

カ　統計、要覧作成

　　図書館要覧を毎年作成すること。

キ　施設管理、修繕

ク　図書館の機器、備品、消耗品、印刷物（利用カード等）の管理

ケ　その他図書館の庶務的業務全般

（３）連携業務

　  ア　市民参加、地域連携の実施

    イ　読書ボランティアとの連携

　  ウ　学校等の見学、職場体験、実習、インターンシップの受入

　  エ　学校、幼稚園、公民館、子育てサークル等への講師派遣（おはなし会等）

    オ　行政、学校、幼稚園、保育所、病院等、各種関係機関との連携

    カ　ふれあい文化センター及び春日市総合スポーツセンターとの連携

    キ　筑紫地区社会教育振興協議会図書部会への参加（年３回程度）

    ク　福岡県公共図書館等協議会（県、福岡地区）への参加（年３回程度）

    ケ　他の図書館との連携、その他図書館に関する協議会、研修会等への参加

２　蔵書構築及び蔵書管理業務

（１）購入する図書館資料の選定等

　　　この項目でいう「図書館資料」とは、図書、雑誌、新聞、視聴覚資料をいうものとする。電子書籍については、第３章の８に記載する。

ア「春日市民図書館資料収集方針（以下「収集方針」という。）」及び「春日市民図書館資料選定基準」に基づき選定すること。また、選定リストを市に提示し、承認を得ること。

イ　市民ニーズや地域特性を考慮しつつ、業務経験のある複数の司書で選定し、その調整は収集方針に記載された「資料選定委員会」において行うこと。特に地域資料については、出版情報の収集に努め、選定すること。

ウ　図書館資料購入費に留意して、計画的に選定すること。

エ　新刊図書は、毎週選定を行うこと。ただし、雑誌についてはこの限りではない。

　　オ　新聞・雑誌については、利用状況に応じて購入する新聞・雑誌の種類の見直しを行い、タ

イトルの変更を行う場合は、事前に市と協議を行うこと。

　　カ　映像資料については、著作権の補償処理がなされており、館外貸出が可能な資料を選定

すること。

キ　市より購入すべき資料の指示があった場合は、その都度、可能な限り対応すること。

（２）図書館資料の発注

　  ア　年度ごとに、資料の種類（一般書、児童書、参考図書等）ごとの購入内訳や主な発注先等

について、市と事前協議を行うこと。

　　イ　図書館資料の発注は、指定管理者が行うこと｡

    ウ　新刊図書の発注は毎週行うこと。また、月ごとに発注リストを市に提出すること。

エ　雑誌については、直販雑誌を除き、市内事業者からの購入に努めること。

（３）図書館資料の購入金額

各年度の図書館資料購入費の予算は､年度協定に定める額とする。また、資料購入単価（定価）には、装備の経費を含むこととし（雑誌及び視聴覚資料を除く。）、装備品等は現行と同じ水準とする。　　

　

（４）図書館資料購入費の精算

指定管理料に含まれる図書館資料購入費の予算に余剰が生じた場合は、年度末に実績報告をもとに精算を行い、市に返還するものとする。なお、当該金額を超えて資料を購入した場合は、指定管理者の負担とする。

（５）図書館資料の整備　

ア　書誌データ

原則として、現行の「ＴＲＣＭＡＲＣ」を使用し、受入れ処理を行うこと。

イ　図書館資料の分類及び装備

（ｱ）収集した資料は、日本十進分類法（ＮＤＣ）により分類し、現行資料に準拠した装備を行うこと。なお、装備に必要な消耗品は指定管理者が負担すること。

（ｲ）業者に装備済みの商品の納入を求める場合は、その仕様を十分に確認し、納品時に検品を行うこと。

（ｳ）禁帯出資料にはＩＣタグを貼付すること。

ウ　図書館資料の整理

　（ｱ）指定管理者は、書架整理を日々実施する等、図書館資料が定められた場所に適切に配置さ

れるように努めること。また、利用しやすい配架や利用者の目を引く配置、書棚を有効利

用する方法等について、常に工夫すること。

（ｲ）図書館資料目録（新着図書、大活字本、視聴覚資料、コミック等）を整備し、１年に１回

以上更新すること。

（６）寄贈・寄託資料の受入れ、分類、装備等

ア　寄贈・寄託資料は、「受入れ後の利用方法は図書館に一任すること」を確認の上、受け取

ること。

イ　寄贈・寄託資料は、「春日市民図書館資料選定基準」に準じて選定し、登録すること。

ウ　寄贈・寄託資料の受入に際し、地域資料がある場合は市と緊密に連絡を取ること。

エ　受け入れた寄贈資料は、購入図書と同様、市が所有権を有するものとする。

オ　登録しない寄贈図書については、学校・公民館等に無償提供し、リサイクル資料の譲渡会

を開催するなど、有効利用を行うこと。

　　（７）図書館資料の補修

図書、雑誌、視聴覚資料の簡易な修理を随時実施すること。補修が困難な資料で、資料価

値が認められる資料については、購入等により資料の補てんを行うこと。

（８）図書館資料の除籍業務

ア　除籍対象資料の選定

除籍対象資料の選定は、「春日市民図書館資料廃棄要綱（以下「廃棄要綱」という。）」に

基づき行うこと。また、選定作業は、業務経験のある司書が行い、選定が偏らないよう計画的に行うこと。なお、地域資料を含め除籍対象外資料に留意すること。

イ　除籍の処理

指定管理者は除籍前に除籍対象資料リストを市に提出し、事前承認を得てから選定した資料を除籍すること。ただし、汚破損資料や複本については、除籍後の事後報告で可とする。

ウ　除籍資料のリサイクルと廃棄

（ｱ）除籍資料は、可能な限り学校及び公民館等の公共施設に無償提供し、あわせて、リサイクル資料の譲渡会を開催するなど、有効利用を行うこと。

（ｲ）有効利用できなかった除籍資料は、指定管理業者が責任をもって破棄することとし、費用は指定管理者が負担すること。

エ　不明資料の取扱い

廃棄要綱の規定により、蔵書点検の結果、２年以上調査してもなお不明なものは、「亡失

資料」とし、市に報告を行った上で、除籍を行うものとする。なお、亡失資料の数が例年を大きく上回る場合は、その原因を調査し、市に報告を行うこと。

（９）図書館資料の弁償

利用者の責任により紛失、汚破損等で利用に供することができなくなった資料については、

当該利用者に弁償を求めること。現物弁償を原則とするが、弁償すべき資料の入手が困難な場合は、現金による弁償も可とし、市の雑入として処理を行うものとする。

映像資料については、著作権の補償処理がなされており、利用者による現物弁償が困難であるため、現金による弁償とし、市の雑入として処理を行うものとする。

（１０）その他

現在、図書館資料購入費の補填を目的に雑誌スポンサー制度を導入し、雑誌の寄付を受けているが、当該事業については、指定管理者の提案による同等以上の効果が見込める類似事業等への変更も可とする。なお、事業内容を変更する場合は、事前に市と協議すること。

３　奉仕関係業務

（１）窓口業務に関すること
ア　総合案内

イ　貸出業務（福岡県立図書館遠隔地貸出を含む。）

ウ　返却業務（対面返却及び返却ポストの回収返却）

　　対面返却の際に延滞資料があることが判明した場合は、その利用者に返却を促すが、トラ

ブルを招かないように丁寧に応対すること。　　

エ　利用者登録、更新、変更業務

利用者登録時に配付する利用者カードは、無料で発行すること。また、紛失等により利

用者カードの再発行を行う場合は、実費を徴収すること。　　　　　

オ　複写サービス

複写申請の内容を確認し、複写代金を徴収すること。

カ　読書席管理

館内にある読書席の適正な運用管理を行うこと。

キ　苦情及び要望等への対応

　　　　苦情や要望等には誠実かつ適切に対応することとし、その内容及び対応策を速やかに市に報告すること。また、問題点の改善には速やかに対応し、業務従事者間で情報の共有を

図り、以後の運営に反映すること。

（２）フロア業務　

ア　返却資料の配架

イ　書架整理　　

ウ　除架作業（開架フロアから書庫への移管作業）　　

エ　新聞の受入れ、設置　　

オ　利用を促進するための特集、コーナーの設置

カ　適切なサイン、案内図等の設置

キ　館内掲示、配布物等の管理

ク　館内巡回

ケ　開館準備、閉館業務
コ　拾得物、遺失物等の管理及び処理

館内巡回中に拾得物等を発見し、又は利用者から拾得物及び遺失物等の申出があった場合

は、遺失物を警察へ届ける等、法令に基づいて適切に対応すること。

サ　館内の機器、備品、消耗品の管理

シ　中庭の管理

（３）資料の予約・リクエスト業務

ア　予約・リクエストカードの受領及び入力

イ　予約・リクエスト資料の連絡に関する業務

ウ　予約・リクエストの取置期限経過後の資料の管理

エ　在架予約に関する業務　

（４）相互貸借業務　

ア　他館への借用依頼に関する業務

イ　他館からの貸出依頼に関する業務（在架資料リストの処理）　

ウ　相互貸借資料の受取及び返却

福岡県内図書館（佐賀県鳥栖市及び基山町を含む。）に所蔵がある場合は、福岡県立図書

館相互貸借システムにより配送便が運行されるが、県外図書館への資料移送に発生する場合は、その費用を指定管理者が負担すること。送料の受益者負担（片道負担等）を検討する際は、事前に市と十分な協議を行うこと。

エ　福岡県相互貸借担当者会議への出席（年２回程度）

オ　筑紫地区内図書館への配本運行（年１０回程度）

筑紫地区内にある５図書館（大野城まどかぴあ図書館、太宰府市民図書館、筑紫野市民図

書館、那珂川市図書館、春日市民図書館）で、毎週土曜日に交代運行を行っている。
（５）ＪＲ春日駅のブックポストの回収

　　　 随時、返却資料の回収を行うこと。

（６）郵送貸出

　　  利用者の求めに応じ、自宅への図書の配送を行うこと。運用については、指定管理者が別に定めるものとする。

（７）書籍除菌機の運用管理

　　  必要な消耗品は、指定管理者が調達すること。
（８）その他

ア　館内整理日に行う業務

　（ｱ）館内整備、書架整理

（ｲ）特集コーナー等の展示替え

（ｳ）資料の配置変更　等
　　イ　特別整理期間に行う業務　　　　

休館時期と期間については、事業計画書の作成の際に提案し、市の承認を受けて決定すること。

（ｱ）蔵書点検作業

（ｲ）館内レイアウトの変更

（ｳ）サイン整備　等

４　児童・ヤングアダルトサービス

（１）児童カウンター業務

ア 読書相談（本の紹介など）

イ 団体貸出登録の受付

ウ 地域文庫活動用図書の貸出

エ パネルシアター・エプロンシアター等の団体貸出及び管理

（２）児童・ヤングアダルト資料の収集整備

（３）フロア整備（配架、書架整理及びサイン整備等）

（４）特集コーナーの設置

（５）おはなし会の実施　

（６）公民館及び育児サークル等への講師派遣（出張おはなし会等）

（７）子育て情報コーナー等の整備

（８）その他児童・ヤングアダルトサービスに関すること｡

※　ただし、令和１１年４月以降、児童カウンター業務は、（仮称）地域共生交流施設内の（仮称）春日市子ども図書館へその機能を移設する。
５　学校図書館支援業務

子どもの読書環境整備を目的に、学校司書や学校図書館支援事業者と連携し、学校図書館の運営を積極的に支援すること。

（１）学校連絡便（生徒児童のリクエスト、授業支援図書等の配送）の運行及び実施

市内の小中学校１８校への市民図書館及び学校図書館資料の配送（毎週1回運行）

（２）学級文庫等への団体貸出の実施

（３）学校購入資料の抽出ＭＡＲＣの取込み

（４）小学校図書館見学の受入れ及び実施（市内１２校）

（５）学校図書市及び学校司書研修会への参加

（６）その他学校支援に関すること 。
６　レファレンスサービス及び地域資料の収集整備

　  利用者の日常生活の中の課題を解決するために、調べもののためのツールを整備するとともに、レファレンスサービス担当者の技量の向上を図り、相談窓口の機能の充実を図ること。

また、地域資料を収集整備し、郷土の歴史に関する事項のほか、市民生活に役立つ地域情報についても積極的に発信すること。

（１）しらべものカウンターにおける相談受付及び案内

（２）有料データベースの提供

利用者の調査研究に役立つデータベースを選定し、提供すること。なお、有料データベースの選定、変更を行う際は、市と事前に協議を行うこと。

（３）国立国会図書館テジタル化資料送信サービス等の提供

（４）インターネット閲覧用ＰＣの提供

（５）地域資料の収集整備

（６）パスファインダーの作成

（７）行政支援及び議会支援（調査業務、情報提供及び資料貸出等）

（８）国立国会図書館への納本及び県立図書館への寄贈（地域資料）

（９）関係機関との連携　

（１０）情報コーナー（地域情報、まちづくり、しごと情報、医療健康情報、法律情報）の整備

　　　市内３５地区の自治会広報誌の収集・掲示・保存　ほか

（１１）文化財展示ケース（春日市奴国の丘歴史資料館の民俗資料及び遺物）の管理

７　障がい者サービス

　　身体等に障がいがあり図書館の利用が困難な人に配慮したサービスを継続的に実施すること。

（1） 大活字本、朗読ＣＤの収集整備

（2） 障がい者サービスコーナーの整備

（3） サピエ図書館を活用したサービスの提供

（4） 障がい者への支援につながる事業の企画、実施

８　電子図書館サービス

　　何らかの理由で図書館への来館することが困難な人に対するサービス（24時間利用可能）、視聴覚等に障害がある人や高齢者に対するサービス（文字の拡大や音声読み上げ機能など）の向上を目的として、電子図書館サービスの充実を図ること。

（1） 電子書籍の選定

「春日市民図書館資料選定基準」に基づき選定すること。

（２）電子書籍の購入　　　

電子書籍の購入金額（図書館資料費中の内訳）は、市と事前協議の上、決定すること。

（３）電子図書館システム利用料は指定管理者の負担とする。

９　移動図書館サービス

図書館から離れた地域に住む住民のために、図書館資料を積載した移動図書館車による資料の貸出・返却サービスを実施すること。２週間で積載図書３０００冊のすべての入替（一部児童書を除く。）を行うなど図書館への来館が困難な高齢者､乳幼児及びその保護者の利用のために、きめ細やかなサービスの実施に努めること。

（１）移動図書館車の運行

ア　運行日

週４日（火・水・木・金曜日）運行  

· 祝日及び館内整理日においても運行

· 特別整理期間及び年末年始期間（１２月２８日から１月４日まで）は運休

イ　巡回ステーション

市が提示する運行表に従い、１日４～５ステーションを巡回すること。
ステーション、運行時間等を変更する場合は、事前に市と協議を行った上で、関係自治会と調整を行い実施すること。また、市からステーションの変更についての提案があった場合は、１日５ステーションを上限に、運行ステーションの改正に応じること。

（２）業務内容

ア　車両の運転、管理、清掃及び整備（想定年間走行距離約５,０００ｋｍ）

（ｱ）車両の燃料の購入及び給油

（ｲ）車両の車検等事務手続きの代行

（ｳ）車両の事故処理に関する全般

（ｴ）その他移動図書館車の管理に関すること

イ　移動図書館車における図書館サービス（貸出返却、利用者登録、資料検索、リクエスト等）

ウ　運行前及び運行後のデータ処理

エ　積載資料の選定及び積み替え
オ　移動図書館車内における広報及び掲示

カ　スポット運行（年２日程度。市の指示により行うこと。）

キ　その他移動図書館車の運行に関すること

１０　図書館主催事業実施

（１）指定事業〈必須型〉について
市民に図書館活動への理解を深めるとともに、図書館利用を促進するため、次に掲げる事業を実施すること。

ア　図書館を使った調べる学習コンクール及び調べる学習講座の実施　

イ　ファーストブック事業（月２回）　※ボランティアとの連携事業

　　絵本やわらべうたを介し、親子の触れ合いを深め、親子で絵本に親しむきっかけづくりを目的とした事業（於：いきいきプラザ）　

ウ　読書ボランティア養成講座　　※ボランティアとの連携事業

　　地域や学校で活動する読書ボランティアの育成、スキルアップを目的とした事業。

エ　年齢別定例おはなし会等（０歳、１歳、３歳、小学生）※ボランティアとの連携事業

オ　子どもの読書活動の推進を目的とした講演会（年1回）
（２）指定事業〈提案型〉について  　

次の事業区分ごとに、指定管理者の創意工夫により、市民サービスの向上を図り事業を実施すること。

ア　読書の推進を目的とした事業

イ　新規利用者の発掘につながる事業

ウ　図書館活用の向上につながる事業

エ　現代的課題、地域課題に即した事業（子育て、健康、まちづくり、就業支援　等）

オ　図書館サポーター育成事業 

（３）指定事業の実施に係る留意事項

ア　指定事業（提案型）は原則無料の事業とするが、事業内容により教材費や保険料等が必要な場合は、事前に市の承認を受けた上で、実費等を参加者に求めることができるものとする。

イ　春日市ふれあい文化センターの諸室を事業で利用する場合は、文化施設の指定管理者に利用料金（部屋、空調、備品利用料）を支払う必要があるので留意すること。

ウ　事業目的により託児を必要とする際は、参加者より５００円を超えない範囲で実費を徴収することを可とするが、事前に市と協議を行った上で決定すること。

（４）自主事業について

　　指定管理者は、図書館の設置目的や運営方針に適合し、かつ指定管理業務を妨げない範囲において、事前に市の承認を受けて、自主事業を実施することができる。自主事業は、指定管理者の経費及び責任において実施するものであり、その収入は指定管理者に帰属する。なお、施設の一部を占有して使用する場合は、行政財産使用料の負担を求められることがある。

１１　広報、図書館のＰＲに関すること

広報に関する実務研修等を行い、市民の心に届く効果的な広報物の作成に努めること。

（１）「市報かすが」への本の紹介原稿等の提出 

（２）館内広報紙の作成（年１２回）

（３）図書館ホームページの作成・更新（月１回以上）　

（４）転入者等への利用案内チラシの配布（市役所市民課窓口）

（５）図書館利用啓発のためのＰＲ

（６）マナーアップキャンペーン（１０月２７日～１１月９日）の企画及び実施

　　　※筑紫地区図書館連携事業

（７）キャッチフレーズ等の使用　　　

図書館のキャッチフレーズ「未来にホン気！春日市民図書館」及び図書館キャラクター「く

るくる」を継続して使用すること。

１２　視察、体験学習等の受入れ

（１）視察の受入れ

　　市からの依頼に応じ、視察者に対し、館内案内や説明を行うこと。

（２）体験学習の受入れ

　　ア　市内中学校職場体験（６校×３日程度）

　　イ　障がい者の就労体験（年１回、連続４日程度）

　　ウ　インターンシップの受入れ（年１回程度）

　　エ　司書資格取得のための図書館実習の受入れ

　　オ　その他図書館見学依頼への対応など

１３　（仮称）地域共生交流施設関連業務
（１）令和９年１０月頃から始まる閉館準備、臨時窓口開設準備等 

（２）令和９年１０月頃から令和１１年４月頃までの閉館期間中の引越関連業務

（３）令和１１年４月頃の再開に向けた準備、（仮称）春日市子ども図書館開館準備

※　詳細については、市、指定管理者協議の上決定する。

第４章　ボランティアの育成及び支援　
　　ボランティアによる子ども読書推進活動が盛んであることと、図書館の日常的な活動や事業に参画する図書館サポーターの活動が活発であることは、本市の強みであると認識している。これらの活動がますます充実し、図書館サービスの充実が図れるよう、継続的かつ積極的な支援を行うこと。また、読書ボランティア団体との良好な関係を維持するとともに、連絡調整を密に行うこと。

１　読書ボランティア団体への支援

春日市子ども文庫・読書サークル連絡会（以下「連絡会」という。）をはじめとする読み聞か

せ等のボランティア団体に対して、次に掲げる連携支援を行うこと。

（１）ボランティア活動の支援

　　ア 児童カウンターにおける相談・支援業務の実施

イ 団体貸出の実施（文庫活動用図書及びパネルシアター等）

ウ 読書推進活動等に必要な場所（図書館会議室及びサポータールーム）の提供

エ 印刷機の使用

インク等の消耗品は指定管理者が負担すること。（紙代はボランティアが負担）　

　オ 図書館が所蔵する読み聞かせ等に使用する図書及び備品の貸出

　カ おはなしボランティアへの新刊紹介（月１回）　

　ケ 布絵本製作支援及び製作者の育成

（２）ボランティアの育成及び研修の実施

ア 読書ボランティア養成講座（初心者及び経験者）の企画及び実施　

　イ 学校読書ボランティア養成講座の企画及び実施　
（３）ボランティアとの連携

　　ア 連絡会との協議の実施　　

イ ボランティアとの協働による図書館事業の実施（おはなし会、ファーストブック事業等）

ウ 連絡会主催事業（総会、視察研修、人権研修、マタニティクラス研修会）への参加と支援

　エ 幼稚園、学校及びその他関係機関からのボランティア派遣依頼の受付及び調整

オ その他読書活動等の推進に資するボランティア活動への支援

２　図書館サポーターの育成

図書館への親しみや愛着を生み、今後の図書館サービスの深化と発展につながるよう、図書館サポーターの育成を継続的に行うこと。

第５章　図書館の維持管理に関すること

１　図書館システムに関すること

「春日市総合図書館管理システム」（以下「図書館システム」という。）は、市民図書館で運用するシステムである。このシステムの運用に当たり、次の点に留意すること。

（１）図書館システムの運用経費

「春日市総合図書館管理システム機器等明細」に記載する機器等は、市が指定管理者に無償で貸与する。なお、図書館システムの運用に当たって、指定管理者の過失により、市に損害を与えた場合は、指定管理者がすべての責を負うものとする。

指定管理者が使用する消耗品等に要する経費については、指定管理者の負担とする。

（２）図書館システムの運用

指定管理者は、このシステムについて責任をもって適正に管理するとともに、貸借を受けた

機器が常時正常に稼働できるよう、日常点検を実施すること。

また、障害発生時には、図書館運営に支障がないよう市が指定する保守業者への連絡及び必要な対応を速やかに行うこと。　

（３）図書館システムの更新

現行の図書館システムは、令和１１年度（令和１１年１１月３０日契約満了）に更新を行う予定としている。図書館システムの更新については、市において検討し、更新システムを決定するので、指定管理者は、そのシステムで以後の図書館業務を処理すること。

なお、更新に当たっては、指定管理者は市の求めに応じ必要なデータを提示し、現行のシステムについてのハード及びソフトの問題や課題等を整理した資料を提出し、意見を述べるなど、適切かつ円滑な更新ができるように市に協力しなければならない。

（４）その他

　　ア　図書館システムの外部とのネットワークについては、令和８年４月現在、春日市役所内で

市が管理しているため、本システムの運用について何らかの変更を希望する場合は、市に申

し出ること。

イ　上記図書館システムの運用以外で使用するパソコン及びプリンターは、指定管理者が別途調達すること。

２　書誌データ等に関すること　

「ＴＲＣＭＡＲＣＴタイプ（以下「ＭＡＲＣ」という。）」を使用し、毎週、新刊全件ＭＡＲＣ

をダウンロードして、市民図書館における図書館資料を登録すること。ただし、市との事前協議の上、運用に支障がなければ、抽出ＭＡＲＣに変更することも可能とする。

指定管理者は、市の指示に基づき、ＭＡＲＣを図書館システムによって適切な処理ができるよ

うな体制を整えること。なお、書誌データ利用料、データ保守料及び発注システムに係る利用料は、指定管理者が負担すること。　　

　　
３　ホームページに関すること　

図書館の利用案内、各種サービス紹介、事業案内及び報告のほか、市民の暮らしに役立つ情報等を発信することを目的にホームページを作成し、管理運営を行うこと。

なお、春日市ウェブアクセシビリティ方針に沿って作成すること。

４　備品等の維持管理

（１）市が貸し出す備品

市が貸し出す備品（「貸付備品一覧表」）については、日常点検及び補修等を行い、常に良好な状態に保つこと。

市が貸し出す備品等が、経年劣化等により業務の実施の用に供することができなくなった場合は、市が、指定管理者との協議の上で、必要に応じ同等の機能を備えた備品等を調達する｡

（２）指定管理者が準備する備品　

指定管理者が自主事業のために必要と考える備品については、指定管理者が自らの資金で調

達することとする。

５　車両管理

（１）移動図書館車両（想定年間走行距離約５,０００ｋｍ）

移動図書館用（約３，５００冊積載可能）として、次の車両を無償貸与する。なお、車両の維持管理は、全て指定管理者が行うこと。なお、当該車両に係る費用（燃料費、修理費、自賠責及び任意保険料、車検料、自動車税等）は、全て指定管理者が負担すること。

〈貸出車両〉　

ディーゼルエンジン（３.５トンシャ－シ）、オートマティック車　※平成２８年２月購入

（２）配本用車両（想定年間走行距離約６０００ｋｍ）

筑紫地区配本、学校図書館への配本及びファーストブック事業等で使用する車両として、指

定管理者が準備すること。また、当該車両に係る費用は、指定管理者が負担すること。

６　複写機及び印刷機

指定管理者の責任において調達すること。また、その費用及び消耗品は指定管理者が負担すること。

（１）利用者用複写機（コイン式・カラー対応）　１台　

複写申請を行った利用者が使用する複写機として設置すること。

（２）職員用複写機　１台（ＦＡＸ機能付き）

業務用として使用するほか住宅地図の複写サービスを行うことを目的に設置すること。

（３）印刷機　１台

業務及びボランティアによる利用を目的に設置すること。

７　その他

　　施設の管理は、ふれあい文化センターの指定管理者の業務となっているが、館内を巡回中に電

気設備、機械設備その他の設備機器の故障等を確認した際は、速やかにふれあい文化センター設

備担当者へ連絡すること。

　また、市が提示する「公共施設日常点検マニュアル」で定める月１回の日常点検を、ふれあい文化センターの指定管理者と連携して、対応可能な点検項目について行うこと。

第６章　その他管理運営業務に必要な業務
　

１　利用者の安全確保

（１）危機管理体制

　　ア　急病人、負傷者等の発生に対応するマニュアル等を整備するとともに、利用者等の急な病気、けが等に対応できるよう薬品等を準備すること。

　　イ　事故及び災害等、緊急時における避難、誘導、安全確保及び必要な通報等についての計画及びマニュアル等を作成し、緊急時に適確に対応できる態勢をとるとともに、計画的に防災訓練を実施すること。また、ふれあい文化センターの施設管理者が行う防災訓練に参加すること。

ウ　緊急時における措置をした内容については、速やかに市に報告すること。

エ　指定管理者は、災害時の情報収集用として地上波デジタル放送が受信できるテレビを１台以上設置し、ＮＨＫ受信料を支払うこと。

（２）ＡＥＤ管理

市が図書館に設置するＡＥＤについて、１日に１回以上、ＡＥＤが使用可能な状態にあることを確認すること。確認の結果、使用可能な状態でないと認められる場合は、市に連絡すること。

また、ＡＥＤを適切に使用できるよう、救急救命講習を受講し、４名以上の受講者を常時配置すること。

なお、本機器は市が賃貸借契約により設置しており、消耗品も賃貸借契約に含まれていることから、契約事業者による消耗品の送付又は消耗品の交換が行われる。消耗品が送付された場合は、指定管理者がその交換を行わなければならない。また、ＡＥＤを使用した場合、電極パッド等は使い切りとなるので、指定管理者は契約事業者に連絡を行い、適切に交換を行わなければならない。

（３）日常の警備

ア　図書館を適宜巡回し、利用者の安全及び施設・設備の破損等を目視で確認するとともに、施設使用のマナー等に係る指導を来館者に行うこと。

イ　盗難その他不良行為等の早期発見及び拡大防止に努めること。

ウ　不審者、不審物を発見した場合は、警察への通報等、適切な対応をとるとともに、速やかに市に報告すること。

（４）避難所としての使用

ア　市内で災害が発生した場合は、通常の業務を停止し、市災害対策本部の執務場所や避難者の避難所等として使用する場合があるので、留意すること。

イ　災害の発生時において文化センターに避難所を開設することとなった場合は、市災害対策本部の指示に従い、避難所の開設や運営に関する業務（設備機器の運転及び避難者の保護等）に協力すること。なお、開館時間外に避難者を受け入れることが必要であると市が判断した場合は、指定管理者との協議を待たずに避難所を開設する場合があること。

ウ　市が行う防災訓練（避難所開設訓練等）に積極的に協力すること。
（５）保険への加入

　　市の責によるリスク等に備えて、「春日市市民活動災害補償制度（愛称・ふれあい保険）」に加入しているが（令和８年４月１日現在）、その他様々なリスクに備えて、あらかじめ適切な範囲で必要と認められる賠償保険等に加入すること。

２　調整業務

（１）市との連絡調整

館長及び統括責任者は、市との連絡調整のため、定例（月１回）及び必要に応じた臨時の連絡調整会議を開催すること。
（２）図書館協議会への出席

　　より良い図書館の管理運営を実現するために、図書館協議会委員の意見、要望を聴き、それを管理運営に反映させるため、図書館協議会に出席すること。

　ア　図書館協議会委員の任命は市が行う。

　イ　図書館協議会は協議会会長が招集する。

（３）他施設の指定管理者との連携・協力

指定管理者は、ふれあい文化センター内の文化施設における指定管理者と、相互に連携・協力を行うこと。

ア　連絡調整会議の実施

イ　施設又は駐車場の相互利用

ウ　事業の相互協力

エ　その他、他施設の指定管理者との連携に関すること。

３ 事業報告等

（１）事業計画書
　　市と指定管理者が締結する協定に定める日までに、次に掲げる事項を記載した次年度の事業計画書を作成し、市に提出すること。　　　

　ア　運営業務に関する事項

　イ　運営体制に関する事項

ウ　業務従事者の研修計画に関する事項

　エ　収支計画書

　　　申請時に提案した収支計画書に示された人件費の水準を遵守すること。毎年度の収支計画書における人件費が、提案時のものに反する場合は、説明を求め、正当な理由がない場合は承認しないこととする（職務従事者の待遇について、理由なく申請時の提案内容を変更することは認めない。）

　オ　指定事業に関する事項

カ　その他市が指示する事項

（２）業務報告書等の作成

　　　指定管理者は、各種報告書を作成し市に提出すること。　

ア　事業報告書（年次報告書）

指定管理者は、毎年度事業終了後２ヵ月以内に、基本協定書に明記した事項を記載した事業報告書を市に提出すること。

イ　月次報告書

　　　  指定管理者は、毎月翌日の１０日以内に、基本協定書に明記した事項を記載した月次報告書を作成し、市に報告すること。

ウ　業務日報

　　指定管理者は、施設の利用状況や備品の管理状況が確認できる業務日報を作成すること。また、市が業務日報の提出を求めた場合は、速やかに提出すること。

エ　即時報告

　　指定管理者は、管理運営業務を実施するにあたり、人身事故等重大な事故が発生した場合は、即時報告すること。
（３）指定管理料の精算

市が支払う指定管理料のうち精算が指定されている経費については、会計年度終了後１か月

以内に市が指定する資料を提出し、残額が生じた場合は会計年度終了後２か月以内に市へ返還を行うこと。
（４）経理について

施設の管理運営業務に係る経理事務を他の経理から区分し、独立した経理規定及び会計帳簿書類を設け、会計年度における施設の収支状況が明らかになるようにすること。

（５）立入検査について

市は必要に応じて、施設、物品、各種帳簿等の現地調査を行うことがある。また、市は指定管理者に、検査に必要な範囲で、帳簿書類、その他記録等の提出を求めることがある。

（６）監査 

ア　指定管理者は、施設の設置者たる地方公共団体の事務を監査するのに必要な範囲で、調査の対象となり、帳簿書類その他の記録を提出しなければならない。 

イ　議会から監査委員に対し、地方公共団体の事務に関する監査の求めがあった場合においても、地方公共団体の事務を監査するのに必要な範囲で、指定管理者は出頭を求められ、調査の対象となり、帳簿書類その他の記録を提出しなければならない。

４　その他
（１）この文書に規定するもののほか、指定管理者の業務の内容及び処理について疑義が生じた場合は市と誠意をもって協議し決定するものとする。
（２）この文書に定めがないものについては、市と別途協議し、決定するものとする。
（３）申請要項配付後に仕様の変更があった場合の対応については、市と誠意をもって協議し決定

するものとする。
＜現行の図書館システム＞


　　システム会社　　京セラコミュニケーションシステム株式会社　　


システム名　　　ＥＬＣＩＥＬＯ
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